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約 35％に当たる 3688 件は，財団不足のため手続費用すら捻出できずに却下さ
1
－2 （  ）－
れている1。また，同庁から公表されている別の資料（企業と職場（Unternehmen 















1　Statistisches Jahrbuch 2017, S.527. 次のURLから入手できる。 https://www.destatis.de/
DE/Publikationen/StatistischesJahrbuch/StatistischesJahrbuch2017.pdf;jsessionid=2D5
D88F3241B51EAC7F695D48907555B.InternetLive2?__blob=publicationFile
2　Unternehmen und Arbeitsstätten 2015, S.3. 次のURLから入手できる。https://www.
destatis.de/DE/Publikationen/Thematisch/UnternehmenHandwerk/Insolvenzen/
BeendeteInsolvenzverfahren.html
　　1990年代の数値について，See Andreas Cahn, Equitable Subordination of Shareholder 
Loans?, 7 EUR. BUS. ORG. L. REV. 287, 295(2006), 田代雅彦「ドイツ連邦共和国における倒
産実務の研究（上）」法曹時報52巻１号（2000年）６-７頁参照。
3　日本のデータは見当たらず，ドイツとの比較を行うことはできなかった。
4　Vgl. Schädlich, Die objektiven und subjectiven Voraussetzungen der Insolvenzantragspﬂicht 























































































20　Masaru Hayakawa, Wettbewerb der Gesetze und Gläubigerschutz nach dem 























































































34　Kleindiek, in : Lutter/Hommelhoff, GmbHG, 19.Auﬂ 2016, Anh zu §64 Rn. 1
35　翻訳について，武田・前掲注（５）345頁を参照した。
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39　Weiß, Insolvenzspeziﬁsche Geschäftsführerhaftung, Köln 2017, S.127.
40　Weiß, a.a.O.(Fn.39), S.128.
41　Bayer/Schmidt, Die Insolvenzantragspﬂicht der Geschäftsführung nach §§92 Abs.2 





























44　Haas, Aktuelle Rechtsprechung zur Insolvenzantragspﬂicht des GmbH-Geschästsführers 
nach §64 Abs.1 GmbHG, DStR 2003, 423, 424.
45　Thiele, Antrag auf Insolvenz in Eigenverwaltung der GmbH-Geschäftsführung und 




















































48　Bork, Einführung in das Insolvenzrecht, 8.Auﬂ., Tübingen 2017, S.58. 
49　Harz/Bornmann/Conrad/Ecker, Zahlungsunfähigkeit, drohende Zahlungsunfähigkeit 
und Überschuldung, NZI 2015, 737, 743.
50　これとは逆の順序で検査することを指摘する見解もある（Vgl. Institut der Wirtschaftsprüfer, 
IDW Standard: Beurteilung des Vorliegens von Insolvenzeröffnungsgründen(IDW S 11)
(Stand: 29.1.2015), ZinsO 2014, 1136, 1141.）。
51　Kleindiek, a.a.O.(Fn.34), Anh zu §64 Rn.26.

















BGH1992 年７月 13 日判決 60 
＜事実＞
　Ｘは，1989 年 12 月に開始された有限合資会社Ａ社の倒産手続の倒産管財人
である。Ｙは，Ａ社の有限責任社員であった。
　Ａ社の事業は，航空機「Ｓ」の開発であった。もっとも，Ａ社は航空機の生




55　A/G/R-Kadenbach §19 InsO Rn.23. 
56　Kleindiek, a.a.O.(Fn.34), Anh zu §64 Rn.34.
57　Kleindiek, a.a.O.(Fn.34), Anh zu §64 Rn.34.
58　Kleindiek, a.a.O.(Fn.34), Anh zu §64 Rn.32, Institut der Wirtschaftsprüfer, 
a.a.O.(Fn.50), 1141.
59　Haas, a.a.O.(Fn.44), 425.





ク，連邦貸付け 2000 万マルク，州貸付け 300 万マルクなどであった。もっとも，
この計画は実現せずに，Ａ社は倒産した。なぜなら，Ａ社の社員間で意見の相
違が生まれたからである。






　「Ａ社は確かに 1988 年 12 月 31 日時点で計算上債務超過であった。その
当時に存在していた 1933486 マルクの債務超過は，確かに，1989 年５月

















































BGH1994 年６月６日判決 62 
＜事実＞
　Ｙは，有限会社Ａ社の業務執行者であり，1985 年以降は唯一の社員であった。























　「…控訴審裁判所は，在庫がすでに 1984 年 12 月 31 日の貸借対照表にお
いてすでにあまりにも高く見積もられていたということに決定的に合わせ
ていた。この誤りは，1985 年８月 31 日時点での期中貸借対照表において
も続いていただろう。なぜなら，その期日において，在庫が，棚卸ではなく，
























































　2001 年に作成された 2000 年 12 月 31 日時点の貸借対照表によれば，Ａ社は，
約 33 万マルクの債務超過であった。しかし，2001 年８月 17 日に，公認会計
士がその年度末決算を検査したところ，決算日においてＡ社は，貸借対照表上，
法的に債務超過ではないとされた。
　Ａ社は，2001 年８月７日から 2001 年 10 月 19 日までの期間において，給与
所得税ならびに社会保険の従業員部分の支払いを行っていた。その後，2001
年 11 月 12 日に，Ｙは，Ａ社についての倒産手続の開始を申し立てた。
　Ｘは，株式法 92 条２項および３項，93 条２項および３項６号にもとづいて




65　Thiele, a.a.O.(Fn.45), 1887.  



































































　Ａ銀行は，多額の外国為替取引における損失によって，1974 年６月 27 日に
和議手続きを申立てた。この損失は，1973 年中頃から，Ａ銀行の資本金を繰
り返し上回っていた。Ｙ２は，1974 年６月 11 日には，銀行内の検査において，








68　Bayer/Schmidt, a.a.O.(Fn.41), 646. 
69　Kleindiek, a.a.O.(Fn.34), Anh zu §64 Rn.61.























































71　BGH, Urt. v. 27. 3. 2012-Ⅱ ZR 171/10, ZIP 2012, 1174.
24
－25 （　）－
2003 年 11 月９日に見解を提出した。それを踏まえて，Ｙは 2003 年 12 月 12
日に倒産申立てを行った。Ａ社の倒産手続は，2004 年２月に開始された。
　Ｘは，以下のことを主張する。すなわち，Ａ社は少なくとも 2003 年８月 31
日以降支払不能の状態であり，旧有限会社法 64 条２項によれば，Ｙが 2003 年








































　「証人Ｅの鑑定人の見解は即座でなく，2003 年 11 月９日にようやく作

































72　Wagner, Grundfragen der Insolvenzverschleppnungshaftung nach der Gmbh-reform, 










当額は 80 × 10％＝８である。それに対して実際に得られた（得られるであろ
う）配当額は 40 × 10％＝４になる。その結果，債権者Ｂが倒産申立義務に違
反した業務執行者に対して請求できる損害賠償額は，８－４＝４となる。以下
では，この割合的損害が問題になった判決をみてみよう。
BGH1998 年３月 30 日判決 74
＜事実＞
　Ｘは，1988 年 12 月９日に倒産手続が開始された家具用布地を扱う有限会社
Ａ社の倒産管財人である。Ｙ１はＡ社の唯一の業務執行者であり，Ｙ２はＡ社
の従業員として勤務していた。
　Ａ社は，販売先の支払いが滞った影響で，1986 年 10 月の終わりに，仕入先
に支払条件についての再交渉を行い，合意に至った。もっとも，その合意条件





73　Bayer/Lieder, Ersatz des Vertrauensschadens wegen Insolvenzverschleppung und 
Haftung des Teilnehmers, WM 2006,1,1. 


















































において，Ａ社の財務状況は，資産 40，負債 100 になっていたとしよう。
　このとき，債権者ＢがＡ社に提供した財産やサービスなどの価値は 10 であ












Ａ社の業務執行者である。1996 年 12 月 31 日までのＡ社の決算書によれば，
債務超過が約 49 万マルクに達していた。
　1997 年 10 月 22 日，Ｘは，Ａ社に対する当座貸越枠を 30 万マルクにまで拡
大した。1997 年の終わりから 2001 年の間に，Ａ社は，当座貸越を 15 万 6 千
マルクまで繰り返し利用していた。その後の期間において，Ａ社の借入れは，
利子を含めて約 37 万ユーロに達していた（途中で通貨がユーロになっている）。
































































79　Vgl. Weiß, a.a.O.(Fn.39), S.134.
80　Klöhn, Der individuelle Insolvenzverschlepungsschaden, KTS 2012, 133, 136.
























































































91　Kleindiek, a.a.O.(Fn.34), Anh zu §64 Rn. 19.
92　Thole, Die US-amerikanische Neuschöpfung des „Tort of Deepening Insolvency“ – ein 
Vorbild für den deutschen Gläubigerschutz?, ZIP 2007, 1590, 1593.





























































































































































































































に限られる（Kleindiek, a.a.o(Fn.34), Anh zu §64 Rn.55）。したがって，業務執行者以外の
者の倒産申立義務違反は原則として問題にならない。ただし，債務者の決算書の作成に関与
していた税理士に，会社が倒産状態にあったことを指摘することについて怠ったとして，そ
の損害賠償責任を認めた判例がある（BGH2017年１月26日判決（Ⅳ ZR 285/14, ZIP2017, 
427））。
44
